「消費税転嫁対策特別措置法による初の勧告事例が出ました（4月23日）」
　4月からの消費税アップに伴って、大規模小売事業者が、商品を納入する卸業者に対し、そのアップ分を負担するよう（＝転嫁拒否）求める行為が懸念され、それに対処するために、昨年、消費税転嫁対策特別措置法が成立しました。
公取委は、4月23日、同法初の正式適用を行ったことを公表しました。
１．
2014年4月23日、公取委は、JR東日本の子会社、「JR東日本リテイリング」（エキュートを経営）に対し、消費税転嫁対策特別措置法（以下、特措法）違反としてその旨を勧告・公表した。
http://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h26/apr/140423tenka-kouhyou.html

　同社は、昨年11，12月に、納入業者161社に対し、消費税アップの際に小売価格を据え置き販売すること等を告知し、かつ、仕入価格につき消費増税分3％の転嫁を拒否した。
２．
　公取委は、措置法3条1号の前段ではなく、後段（買いたたき）で、勧告した。
舟田「消費税転嫁対策特別措置法の意義と問題点」公正取引756号7頁以下（2013年）で述べたように、後段（買いたたき）については、「通常支払われる対価に比し低く定める」の要件を満たすか否かの解釈・事実認定の問題がある。
しかし、本件では、その前と後で経済状況が変わらなければ、「通常支払われる対価」とは従前の価格であるとして、この要件を満たすとしたのであろう（私の推測）。
３．
　昨年11，12月の時点ですでに当事者は是正し、原状回復も終わっている。
　違反事件、3月末までに、1200件の指導。
　当事者からは、なぜ、既往の行為に対し、勧告を出すのか、という疑問が出た。
　独禁法には、既往の行為に対する違法宣言審決がある（66条4項。改正法では削除）。措置法6条の勧告・公表の規定が、既往の行為に対しても適用されるかどうかは明らかではない。しかし、公取委は、下請法の同様の制度と同じく、既往の行為に対しても適用される、という立場に基づいて、今回の措置をとったのであろう。
　その実質的理由としては、１つはアナウンス効果（こういう行為は違反ですと、広く知らしめる）、もう１つは、この種の法適用が今後、先例として機能することが期待されるから、ということであろう。指導などの行政指導ばかりでは、このような効果は生まれないから、6条の勧告・公表を正式に行ったことには一定の理解が得られるであろう。
　本件を選んだのは、広がり160社、また、証言をするという納入業者がいて、証拠が固いからであると推測される。
　うえの２つの理由、特に後者の考慮からは、本件についての詳しい事実関係と「法の適用」の考え方が分かるような公表が望ましい。
４．
措置法の勧告制度は、下請法のそれに倣って設定されたものである。
当事者が勧告を拒否すれば、優越的地位の濫用として独禁法で対処することになる。その場合は、課徴金もかかる。
これに対し、特措法では課徴金はかからないが、従来から下請法では、原状回復命令の運用がなされてきたので、特措法でもこれを踏襲すると思われる。
すなわち、独禁法では違反行為の排除が命令の中心となり、原状回復までは命じていないのがこれまでの運用であるが、下請法・特措法では、原状回復命令を出せる。
本件では、違反行為者は、既に確定していた、不当に低い対価に加えて、3％増税分に相当する金額を支払うべきことが命じられた。なお、本件では実際には、この差額分も含め、既に支払い済みの模様。
５．
私のコメントが、今日の毎日新聞の記事に出ている。そこでは、指導で終わっている多数の事件と、今回の正式適用事件の間の「線引き不透明」という見出しの後にある。しかし、私は線引きのことを批判したのではなく、上記のように、なぜ特措法3条1号違反とされたのか等々を明確に示すことが、実質的な説得性を獲得することにつながり、また、今後の法適用の先例となることに資するものであると主張したつもりである。
もっとも、もともとこの勧告・公表の制度は、独禁法上の審決または排除措置命令に代わって、簡易・迅速な法執行のために設けられたものであるから、審決のような詳細な事実関係と法の適用を示すことは期待されていない。
だから、私の批判は、いわばないものねだりともいえるかもしれないが、勧告事例であっても可能な限り情報を出して欲しいものである。
